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１．はじめに

 2021年7月30日の「多核種除去設備等処理水の処分に係る実

施計画に関する審査会合」（以下、「審査会合」という。）

においてご指摘頂いた以下の点について、今回の審査会合に

て回答する

 政府方針にて記載されている業務のうち、ALPS処理水プログラム部の

業務分掌について、実施計画に記載される範囲と実施計画外となる範

囲を整理する
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２．海洋放出に必要な設備と組織の新設

• 政府方針を踏まえ、海洋放出に必要な設備として下図を想定している

• これらの新設設備に対応する組織的な責任を明確にして、政府方針の決定から2年
程度後に海洋放出開始できる状態となるよう、設備形成及び計画策定をすること
を主な目的とする「ALPS処理水プログラム部」を新設する

海水移送ポンプ
取水した海水と混合し、
じゅうぶん希釈する

ストロンチウム
処理水等

構内貯留タンク

廃棄物

緊急
遮断弁

トリチウム以外で告示濃度比
総和「1以上」

多核種
除去設備
［ALPS］

二次処理
設備

測定・評価用設備

トリチウム以外で告示濃度比
総和「1未満」

ALPS処理水プログラム部の業務分掌既存設備

既存組織の業務分掌は変更
なし
• ALPS運転、タンク運用：

建設・運用・保守ｾﾝﾀｰ運用部
• 構内貯留タンク建設：

汚染水対策プログラム部
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2年程度後に海洋放出開始する
ために必要な事項を実施
• 海洋放出に必要な設備の設計、

調達、工事、検査
（K4タンク群（既存設備）の測
定・評価用設備への改造含む）

• 構内貯留タンク内貯留水の二次
処理計画及び放出計画の策定
（既設・増設・高性能ALPS（既
存設備）の運用計画策定含む）

• 測定・評価用設備（K4タンク
群）における分析計画の策定

• 上記にかかる実施計画変更認可
申請

※ALPS（既存）或いは
逆浸透膜処理装置（新設）

※

第1回審査会合
資料1再掲



３．政府の基本方針に対応する業務分掌（1/3）

• 政府の基本方針のうち実施計画対象となる業務について、ALPS処理水プログ
ラム部と他組織の業務分掌を下表のとおり整理した
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政府基本方針 ALPS処理水プログラム部の業務 他組織の業務

2年程度後に福島第一
原子力発電所において
ALPS処理水海洋放出開始

・プロジェクトの計画及び管理 ー

具体的な放出設備の設置
・プロジェクトの計画及び管理
・機械設備及び土木設備の設計
及び建設・設置

【計画・設計ｾﾝﾀｰ】
・電気設備、計装設備及び
建築設備の設計

【建設・運用・保守ｾﾝﾀｰ】
・電気設備、計装設備及び
建築設備の建設・設置

海水で100倍以上に希釈

希釈前のトリチウム以外
告示濃度限度比総和
1未満

・プロジェクトの計画及び管理
・機械設備及び土木設備の設計
及び建設・設置

・処理水の分析の計画
・設備の運用方法の検討

【計画・設計ｾﾝﾀｰ】
・電気設備、計装設備及び
建築設備の設計

【建設・運用・保守ｾﾝﾀｰ】
・電気設備、計装設備及び
建築設備の建設・設置

【防災・放射線ｾﾝﾀｰ】
・分析施設の運用 等

希釈後トリチウム濃度
1500Bq/L未満



３．政府の基本方針に対応する業務分掌（2/3）
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政府基本方針 ALPS処理水プログラム部の業務 他組織の業務

故障・停電時又は
海域モニタリング異常時
の放出停止

・プロジェクトの計画及び管理
・機械設備及び土木設備の設計、
建設・設置

・設備の運用方法の検討

【計画・設計ｾﾝﾀｰ】
・電気設備、計装設備及び
建築設備の設計

【建設・運用・保守ｾﾝﾀｰ】
・電気設備、計装設備及び
建築設備の建設・設置

汚染水発生量低減
－ 【汚染水対策ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ部】

排水路清掃



３．政府の基本方針に対応する業務分掌（3/3）
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政府基本方針 ALPS処理水プログラム部の業務 他組織の業務

海洋環境への潜在的影響
評価
（実施計画参考添付）

－ 【防災・放射線ｾﾝﾀｰ】

海域モニタリング拡充・
強化、海域モニタリング
への関係者等参加

・プロジェクトの計画及び管理
・海域モニタリングの計画立案
・モニタリング調整会議参画

【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室】
・対外対応支援
【防災・放射線ｾﾝﾀｰ】
・分析施設の運用 等

双方向コミュニケーショ
ン・情報発信

・対外情報発信の基礎となる
資料作成

【廃炉ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ】
・広報・広聴活動

トリチウム分離技術注視
（福島第一原子力発電所
構内にて実施する際に
は実施計画対象）

－ 【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室】

港湾内の魚類駆除 － 【防災・放射線ｾﾝﾀｰ】

• 政府の基本方針のうち実施計画対象外となる業務について、ALPS処理水プロ
グラム部と他組織の業務分掌を下表のとおり整理した



４．ALPS処理水プログラム部とセンターの連携（1/3）
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• 設計及び建設・設置フェーズの業務について、

①機械設備及び土木設備の設計、建設・設置はALPS処理水プログラム部内で対応
…プール燃料取り出しプログラム部の機械設備及び建築設備、
燃料デブリ取り出しプログラム部の機械設備と同様

①プログラム部完結型（機械設備及び土木設備）

プ
ロ
グ
ラ
ム
部

セ
ン
タ
ー

計画 設計
建設・
設置

プロジェクトの管理
（工程管理、予算管理、リスク管理）

運転

ALPS処理水プログラム
部内で今後検討し別途
実施計画の変更認可申
請を行う。

運用方法の検討



４．ALPS処理水プログラム部とセンターの連携（2/3）
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• 設計及び建設・設置フェーズの業務について、

②電気設備、計装設備及び建築設備の設計、建設・設置については、センターへ委託

…他のプログラム部における電気設備及び計装設備、
プール燃料取り出しプログラム部を除く他のプログラム部の建築設備と同様

②プログラム部・センター連携型（電気設備、計装設備及び建築設備）

プ
ロ
グ
ラ
ム
部

セ
ン
タ
ー

計画 設計
建設・
設置

設計
建設・
設置

運転

委託 成果 委託 成果

【計画・設計ｾﾝﾀｰ】
【建設・運用・保守ｾﾝﾀｰ】ALPS処理水プログラム

部内で今後検討し別途
実施計画の変更認可申
請を行う。

プロジェクトの管理
（工程管理、予算管理、リスク管理）

運用方法の検討



４．ALPS処理水プログラム部とセンターの連携（3/3）
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• ALPS処理水の分析に関する業務について、

③分析の計画はALPS処理水プログラム部内で対応、
分析・データ評価は防災・放射線センターへ委託
…他の分析に関する業務と同様

③プログラム部・センター連携型（ALPS処理水分析）

プ
ロ
グ
ラ
ム
部

セ
ン
タ
ー

計画
計画検討の
ための分析

分析

委託 成果

【防災・放射線ｾﾝﾀｰ】

プロジェクトの管理
（工程管理、予算管理、リスク管理）

ALPS処理水プログラム
部内で今後検討し別途
実施計画の変更認可申
請を行う。

運用方法の検討

放出前分析

分析

委託 成果

【防災・放射線ｾﾝﾀｰ】



【参考】ALPS処理水の海洋放出に必要な設備の概要
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海水移送ポンプ
取水した海水と混合し、
じゅうぶん希釈する

ストロンチウム
処理水等

構内貯留タンク

廃棄物

希釈

大量の海水（100倍以上）にて
希釈するため、希釈後の放出水
のトリチウムを除く核種の告示
濃度比総和は、0.01未満となる 緊急

遮断弁

緊急時の措置

故障や停電により設備が計画している
機能を発揮できない場合や海域モニタ
リングで異常値が検知された場合は
放出を停止する

二次処理

必要に応じて二次処理を実施し、安全に
関する規制基準値を確実に下回る*こと
を確認する ＊告示濃度比総和「1未満」

トリチウム以外で告示濃度比
総和「1以上」

放出量

当面は、事故前の福島第一の放出管理
目標値である年間22兆ﾍﾞｸﾚﾙの範囲内
で行い、廃炉の進捗等に応じて適宜見
直す

多核種
除去設備
［ALPS］

二次処理
設備

敷地利用計画

ALPS処理水を安定的に放出し、かつ廃炉に必要
な施設の建設を進めるため測定・評価用設備、
代替用タンクの整備と、空になっていく貯留
タンクの解体等について検討する

測定・評価用設備

トリチウム以外で告示濃度比
総和「1未満」 ALPS処理水の分析

ALPS処理水中のトリチウム、62核種（ALPS除去

対象核種）及び炭素14の放射能濃度の測定・評価
結果は随時公開し、第三者による測定・評価や
公開等も実施する

放出水のトリチウム濃度

放出水のトリチウム濃度は、規制基準値
（60,000ベクレル／㍑）の40分の１である
1,500ﾍﾞｸﾚﾙ／㍑未満とし、放出前のトリチウ
ム濃度と希釈水量で評価する



【参考】福島第一廃炉推進カンパニー体制図
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プロジェクトマネジメント室

廃 炉 安 全 ・ 品 質 室

廃 炉 資 材 調 達 セ ン タ ー

福島第一廃炉推進カンパニー

業 務 統 括 室

カ イ ゼ ン 室

汚 染 水 対 策 プ ロ グ ラ ム 部

プール燃料取り出しプログラム部

燃料デブリ取り出しプログラム部

廃 棄 物 対 策 プ ロ グ ラ ム 部

敷地全般管理・対応プログラム部

計 画 ・ 設 計 セ ン タ ー

建 設 ・ 運 用 ・ 保 守 セ ン タ ー

防 災 ・ 放 射 線 セ ン タ ー

A L P S 処 理 水 プ ロ グ ラ ム 部新 設

福 島 第 一 原 子 力 発 電 所

処理水分析評価プロジェクトG

機械電気設備工事を担当

土木設備工事を担当
（防潮堤設置工事等含む）

ALPS処理水の分析計画策定を担当
（海域モニタリング計画含む）

測定・評価業務を指示、
結果を受領

処理水機械設備設置プロジェクトG

処理水土木設備設置プロジェクトG

…
分析試料数の増加に合わせ、委託
先を含めたリソース（分析装置・
要員）の確保を検討



【参考】実施計画変更認可申請補正案抜粋（1/3）
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変更前 変更後（赤字：変更申請済、青字：補正案）

↓ 

※※※ 

【福島第一原子力発電所】 

原子力発電 

保安運営委員会 

※ → 原子炉主任技術者※３ 

※※→ 所 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

業務統括室 

 

 

 

汚染水対策プログラム部 

 

 

プール燃料取り出しプログラム部 

 

 

燃料デブリ取り出しプログラム部 

 

 

廃棄物対策プログラム部 

 

 

敷地全般管理・対応プログラム部 

 

 

計画・設計センター 

電気主任技術者※３ 

資材グループ 

労務人事グループ 

ＩＣＴ推進グループ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械技術グループ 

地下水対策技術グループ 

処理・貯留設備技術グループ 

電気技術グループ 

配電・電路グループ 

計装技術グループ 

通信システムグループ 

土木基盤技術グループ 

土木水対策技術グループ 

建築保守技術グループ 

建築建設技術グループ 

※３：原子炉主任技術者及び電気主任技術者を総称して 

「主任技術者」という。 

↓ 

※※※ 

【福島第一原子力発電所】 

原子力発電 

保安運営委員会 

※ → 原子炉主任技術者※３ 

※※→ 所 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務統括室 

 

 

 

汚染水対策プログラム部 

 

 

プール燃料取り出しプログラム部 

 

 

燃料デブリ取り出しプログラム部 

 

 

廃棄物対策プログラム部 

 

 

敷地全般管理・対応プログラム部 

 

 

ＡＬＰＳ処理水プログラム部 

 

 

計画・設計センター 

電気主任技術者※３ 

資材グループ 

労務人事グループ 

ＩＣＴ推進グループ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械技術グループ 

地下水対策技術グループ 

処理・貯留設備技術グループ 

電気技術グループ 

配電・電路グループ 

計装技術グループ 

通信システムグループ 

土木基盤技術グループ 

土木水対策技術グループ 

建築保守技術グループ 

建築建設技術グループ 

※３：原子炉主任技術者及び電気主任技術者を総称して 

「主任技術者」という。 



【参考】実施計画変更認可申請補正案抜粋（2/3）
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変更前 変更後（赤字：変更申請済、青字：補正案）

（保安に関する職務）
第５条
保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。
（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マ
ネジメントシステムの構築，実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄
するとともに，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活
動並びに健全な安全文化を育成及び維持するための活動を統轄する。また，
保安に関する組織（原子炉主任技術者を含む。）から適宜報告を求め，
「原子力リスク管理基本マニュアル」及び｢トラブル等の報告マニュアル｣
に基づき，原子力安全を最優先し必要な指示を行う。
（中略）
２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。なお，保
全のために行う設計，建設・設置及び保守管理については，第６８条（施
設管理計画）に基づき実施する。
（１）所長は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐し，発電所における保
安に関する業務を統括し，その際には主任技術者の意見を尊重する。
（中略）
（９）敷地全般管理・対応プログラム部は，５号炉及び６号炉に係る原子
炉施設，屋外エリアのプロジェクトの計画及び管理に関する業務（各プロ
グラム部長が所管する業務を除く。）を行う。

（10）機械技術グループは，機械設備の設計に関する業務（機械技術ＧＭ
以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。
（中略）
（13）電気技術グループは，電気設備の設計に関する業務（配電・電
路ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。
（中略）

（保安に関する職務）
第５条
保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。
（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マ
ネジメントシステムの構築，実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄
するとともに，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活
動並びに健全な安全文化を育成及び維持するための活動を統轄する。また，
保安に関する組織（原子炉主任技術者を含む。）から適宜報告を求め，
「原子力リスク管理基本マニュアル」及び｢トラブル等の報告マニュアル｣
に基づき，原子力安全を最優先し必要な指示を行う。
（中略）
２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。なお，保
全のために行う設計，建設・設置及び保守管理については，第６８条（施
設管理計画）に基づき実施する。
（１）所長は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐し，発電所における保
安に関する業務を統括し，その際には主任技術者の意見を尊重する。
（中略）
（９）敷地全般管理・対応プログラム部は，５号炉及び６号炉に係る原子
炉施設，屋外エリアのプロジェクトの計画及び管理に関する業務（各プロ
グラム部長が所管する業務を除く。）を行う。
（10）ＡＬＰＳ処理水プログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等
のうち，多核種除去設備等により，トリチウム以外の放射性物質を告示濃
度限度比総和１未満まで浄化処理した水（以下，ＡＬＰＳ処理水とい
う。）の海洋放出に関連する設備のプロジェクトの計画及び管理，運用方
法の検討に関する業務並びにこれらに係る機械設備及び土木設備の設計及
び建設・設置に関する業務を行う。また，ＡＬＰＳ処理水の分析の計画に
関する業務を行う。
（11）機械技術グループは，機械設備の設計に関する業務（機械技術ＧＭ
以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。
（中略：号番号繰り下げ）
（14）電気技術グループは，電気設備の設計に関する業務（配電・電
路ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。
（中略：号番号繰り下げ）
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（15）計装技術グループは，計装設備の設計に関する業務を行う。
（中略）
（17）土木基盤技術グループは，土木設備の設計に関する業務（土木水対
策技術ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。

（中略）
（20）建築建設技術グループは，新設建築設備に係る設計に関する業務を
行う。
（中略）
（34）電気設備建設グループは，電気設備の建設・設置に関する業務（配
電・電路ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。
（中略）
（36）水処理計装設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のう
ち，汚染水処理設備等，滞留水を貯留する建屋，多核種除去設備等，サブ
ドレン他水処理施設，油処理装置，３号機原子炉格納容器内取水設備，５
号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうち，５・６号炉仮設設備（滞留水貯
留設備），その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設
及び関連施設，放射性物質分析・研究施設第１棟，大型機器除染設備並び
に減容処理設備に係る計装設備の建設・設置及び保守管理に関する業務を
行う。

（37）土木基盤設備グループは，土木設備の建設・設置及び保守管理に関
する業務（土木水対策設備ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。

（中略）
（40）建築設備建設グループは，建築設備の建設・設置に関する業務（建
築設備建設ＧＭ以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除
く。）を行う。
（中略）
（45）分析評価グループは，分析施設の運用，放射能・化学分析機器の管
理並びに放射性物質分析・研究施設第１棟の運用及び保守管理，分析・
データ評価に関する業務を行う。
（後略）

（16）計装技術グループは，計装設備の設計に関する業務を行う。
（中略：号番号繰り下げ）
（18）土木基盤技術グループは，土木設備の設計に関する業務（土木基盤
技術ＧＭ以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を
行う。
（中略：号番号繰り下げ）
（21）建築建設技術グループは，新設建築設備に係る設計に関する業務を
行う。
（中略：号番号繰り下げ）
（35）電気設備建設グループは，電気設備の建設・設置に関する業務（配
電・電路ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。
（中略：号番号繰り下げ）
（37）水処理計装設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のう
ち，汚染水処理設備等，滞留水を貯留する建屋，多核種除去設備等，サブ
ドレン他水処理施設，油処理装置，３号機原子炉格納容器内取水設備，５
号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうち，５・６号炉仮設設備（滞留水貯
留設備），その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設
及び関連施設，放射性物質分析・研究施設第１棟，大型機器除染設備並び
に減容処理設備に係る計装設備の建設・設置及び保守管理に関する業務を
行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，ＡＬＰＳ処理水の
海洋放出に関連する設備に係る計装設備の建設・設置に関する業務を行う。
（38）土木基盤設備グループは，土木設備の建設・設置及び保守管理に関
する業務（土木基盤設備ＧＭ以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管す
る業務を除く。）を行う。
（中略：号番号繰り下げ）
（41）建築設備建設グループは，建築設備の建設・設置に関する業務
（建築設備建設ＧＭ以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業
務を除く。）を行う。
（中略：号番号繰り下げ）
（45）分析評価グループは，分析施設の運用，放射能・化学分析機器
の管理並びに放射性物質分析・研究施設第１棟の運用及び保守管理，
分析・データ評価に関する業務を行う。
（後略：第５条第2項における以降の号番号繰り下げ）


